



































































(National Center forHome Equity Conversion)が1981年に情報交換，消費者
























ログラムを開始したが，これがHUD-HECM (Department of Housing and








































































































































terprisesFinancialSafety and Soundness Act)により，ＨＵＤの中の独立機










































ある。　しかし,Rasmussen, Megbolugbe, and Morgan ［1997］が指摘す
るように，ＨＵＤ-ＨＥＣＭの成功が当初見込みほどではないこと(slow but
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steady)や，リバース・モーゲジ一般の増加がそれほどでもないことから，
市場を高齢者だけ（「高齢単身者」「その他高齢者」）とせず，若年・壮年世代
の資産活用ないし資産管理手段として位置付けるべきであるとの議論もあ
る。
　Rasmussen, et. a1.［1997］では，リバース・モーゲジが高齢単身者に
活用することが第一義的であるとしながらも，45～54歳ないし55～64歳で
も資産管理上有用であることを指摘している。それは投資目的や住宅改築，
債務整理，子女の教育，親の扶養などに活用できるからであるが，これら
は通常のホーム・エクイティ・ローンでも可能である。ところが，ホーム
・エクイティ・ローンは担保条件が厳しく（担保掛け目が低い）などの制約
があるので，これらの目的にはやや不十分であるようである(Rasmussen,
et.al.［1997］p.181)。そこで，定期（有期）のリバース・モーゲジを活用
することが有効であるという主張につながるのである。
　このような適用事例には，日本でも阪神大震災の復興に当たって，住宅
ローンのいわゆるダブル・ローンを回避するためや，高齢者の自助努力に
よる住宅再建のためにリバース・モーゲジを活用する神戸市のプログラム
　（神戸市災害復興住宅高齢者向け不動産処分型特別融資［97年２月発足Ｄなどが
存在する。
　いずれにせよ，高齢社会に向けリバース・モーゲジについては一層の検
討と選択可能性を考慮しておくことが重要である。
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